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放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜

岐阜県内高レベル放射性廃棄物処分場受け入れ可否アンケート
　衆議院選挙への立候補表明に敬意を表します。
　私たち提出団体は1995年8月、高レベル放射性廃棄物地層処分の研究機関・日本原子力研究開発機構（旧動燃、以下「原子力機構」）が岐阜県瑞浪市に高レベル放射性廃棄物地層処分のための研究施設・超深地層研究所（以下、「研究所」）の建設を発表して以来、『研究所の周辺地域』が処分場になる可能性が高いと考え、研究所の建設自体に強く反対し、県内に高レベル放射性廃棄物処分場を建設することにも反対しています。高レベル放射性廃棄物処分政策と反対理由は以下です。
日本の高レベル放射性廃棄物処分政策
　原発の使用済み燃料を再処理し、プルトニウムとウランを回収した後に残る高レベル放射性廃棄物ガラス固化体を、地下300㍍より深くに処分するのが日本の政策です。ガラス固化体を処分するための研究所が瑞浪市と北海道幌延町で建設されています。
　高レベル放射性廃棄物ガラス固化体の処分は認可法人・原子力発電環境整備機構（以下「ＮＵＭＯ」）が行います。NUMOは全ての自治体に応募書を送り、応募を募っています（公募）。処分場調査の第一段階である文献調査に関心を示した自治体は幾つもありました。しかし2007年1月に応募した高知県東洋町は、出直し町長選挙で現町長が応募を撤回し、その後、応じた自治体はありません。平成40年代後半には処分を開始したい国は、NUMOの公募とは別に、2007年11月から直接自治体に調査を申し入れることにしました。文献調査時の交付金は10億円／年です。
岐阜県及び瑞浪市を含む東濃の現状

  原子力機構は処分場と研究所は明確に区別されたので東濃は処分場ならない※1、1995年12月の四者協定により瑞浪市は処分場にならない※2、岐阜県は科学技術庁長官の回答書で安心、安全の担保が得られた※3、特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律成立で、瑞浪市は最終処分場にならないことが明確になった※4など大々的に宣伝されました。しかし根拠とされる文書を確認すれば、正確でないことは明らかです。
   加えて高レベル放射性廃棄物処分場（以下「処分場」）の調査地域すら確保できないため国が焦り、研究所の位置づけを変質させたり、研究所のある地域が処分場を受け入れればよい等、研究所見学者の発言をさりげなく使って言わずもがなの圧力を与えています。
外国でも、研究所のある地域に処分場を建設すると法律を変えた国があります。
  以下、法制度面、研究所の現実、外国の処分場選定の経過、社会的な圧力、研究所の役割の変質など問題点を項目別にまとめました。
１．法制度として、処分場から除外されていない
①特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律4条5項で「都道府県知事及び市町村長の意見を聴き、これを十分に尊重してしなければならない」とされ、審議の答弁で「意に反しては行わない」ともありますが、同意を求めるものでもなく、岐阜県内や研究所のある地域を除外したものではありません。
②2000年6月瑞浪市は「この法律の成立により、瑞浪市が最終処分場にならないことが明確になりました」と広報で伝えました※4。しかし、原子力機構が処分場選定をしないことは1987年度半ばから決まっていました。法律が制定されても瑞浪市や東濃地域が処分場から除外されていないのは①から明らかです。
③　瑞浪市長は1995年12月の四者協定を「住民不安を払しょくするための安全協定」（1995年12月23日　中日新聞）※2と議会で発言しました。しかし四者協定は「研究所について」「処分場とはしない」と限定しているにすぎません。岐阜県内や瑞浪市域内は何の除外保証もなく研究所が処分場の呼び水になるとの不安は払拭されません。
④1998年9月、科学技術庁長官の岐阜県知事宛回答文書の「貴職をはじめとする地元が処分場を受け入れる意思がないことを表明されている状況においては、岐阜県内が高レベル放射性廃棄物の処分地になることはない」※3をもって安全、安心の担保だと梶原前知事は評価しました（1998年9月19日朝日新聞岐阜県内版）が、政策文書で法的効力はありません。知事や瑞浪市長、土岐市長などが反対しなかったり、受け入れれば処分場にできます。回答文書は特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律を超えるものではありません。
⑤NUMOは処分地の公募を行っており、瑞浪市をはじめ岐阜県内の全ての自治体に応募書が送付されています。
⑥岐阜県や瑞浪市に処分場拒否条例がありません。瑞浪市には処分場拒否宣言はあるものの、法的効力はありません。北海道と幌延町は研究所受け入れ前に拒否条例を制定しました。
⑦岐阜県内は国からの文献調査申し入れの可能性が高い
　2007年4月の東洋町の応募取り下げを教訓に2007年NMUOの公募に加え、国が地方自治体に直接文献調査の申し入れることにしました。平成40年代後半を目途に処分を開始するには、20年以上も調査された東濃地域に申し入れることによって、調査期間が大幅に短縮できます。だから国からの申し入れの危険性が高いのです。
２．研究所では精密調査終了、最終処分施設建設地と同じ調査が
　研究所のデータはNUMOの処分場建設に使われます。

処分場は文献調査、概要調査、精密調査、最終処分施設建設地選定と進みます。東濃ではボーリング調査、物理探査等の精密地区選定調査と同様の調査が終わりました。今、研究所では地下施設使って地層の物理特性、地下水の化学特性など最終処分施設建設に関わるデータ取得や手法の開発を行っています。
一方、先に定めるべき国の安全規制は現在検討中で、ここにも研究所のデータが使われます。東濃では過去20年以上も原子力機構が地質や地下水の調査を続け、研究所がある限り今後も調査は続きます。処分場の不適地で研究しているわけではありません。調査が進めば進むほど東濃は処分場の安全規制を満たした地域になってしまいます。このことは2000年6月の日弁連の東濃調査報告でも指摘されています。
　　
３．外国の処分場選定状況
①研究所と同じ地層の地域が処分場にされるフランス
　1980年代、調査に対し強い反対がありました。1990年代、制度を改めて研究所は粘土層に1ヶ所と花崗岩地域に2ヶ所つくり、いずれかを処分場にするとの条件で、まず粘土層のビュールに建設しました。ところが花崗岩地域には研究所をつくらず、ビュールと同じ地層の地域に処分場を建設すると法律を変えました。
②スウェーデン、フィンランドでは住民投票やアンケートで反対の多い地域が除かれ、原子力発電所や使用済み燃料が保管されている地域が処分場を受け入れました。
③重要なことは、住民投票で決める国・スイスが、処分場建設段階までは住民投票を禁じました。
  住民投票やアンケートで反対され、研究所や原子力施設のある地域が受け入れています。この現実は、日本も同じ道をたどる可能性が高いことを示しています。
４．社会的圧力
  資源エネルギー庁主催の見学の報告がウエブにアップされています。その中には
	・この施設を使って実際に埋めることはできないのか。  
・埋戻すの？こんなにお金をかけて 
・この場所にこのような試験施設をするのであれば地域住民とのコミュニケーションをもち、この場所を埋設地にすればと思います。
・なぜ、瑞浪を地層処分場にしないのか・・。（課題があるとはいえ純粋に疑問に思います）他に手を挙げる地域は現れないのでは？


という意見があります。こうした意見も敢えてアップすることで、東濃地域処分場への社会的圧力を高めようとしているかのようです。

　
５．研究所の役割の更なる変質の可能性
   研究所は四者協定4項で「東濃研究学園都市に相応しい国内外に開かれた研究施設とする」ために地元の大学や研究機関等の参加を求めています。これを根拠に国は特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律の基本方針改定（2008年3月） を受けて「国民との相互理解のため」（つまり処分のPRのため）の施設建設を原子力機構に委託し、原子力機構は処分場が建設可能な深度300㍍の地点で、長さ100㍍の水平坑道（幅と高さは縮小版の処分坑道）を建設しました。
同じ時期に幌延では研究センターに隣接して「実規模整備事業」という名の処分場体感施設（PR館兼研究施設）を、国が他業者に委託しました。この施設がPR施設だと誰にもわかります。
ところが東濃の場合は、「地下坑道施工技術高度化開発」の名目で国が原子力機構に委託し建設させました。幾重にもわかりにくくしていますが、研究所の役割の変質です。今後、国の意向で更に変わる危険性を否定できません。
６．処分場と研究所「明確に区別」の落とし穴
　1999年、原子力機構は事業説明で「東濃地域が処分場にならない理由」を配布しました。内容は1994年6月の原子力長計で深地層の研究施設の計画は「処分場の計画とは明確に区別して進めていきます」※1とあることを制度面の根拠の柱のひとつに上げました。原子力機構は処分場になるならないについて言う権限が無いにもかかわらず。
　しかし1980年代、原子力機構は研究と同時に処分地選定も担っていました。その原子力機構が処分場と研究所はセットという内部文書を作成していたことが1989年8月29日の北海道新聞記事で明らかになりました。研究所建設を提案していた岩手県釜石市から処分場につながるとして、拒否されました。
そこで原子力委員会放射性廃棄物対策専門部会が「処分場の計画と研究所の計画は明確に区別して進める」（1992年8月）との方針を示し、1994年6月原子力長期計画に取り入れました。
　しかし、区別されたのは計画だけです。地域まで区別するものではありません。区別されたはずの瑞浪市に、NUMOの処分場への応募書が届いています。「明確に区別」は研究所を進めるための方便です。繰り返しになりますが、瑞浪市、土岐市をはじめとした岐阜県内全ての自治体は処分場から除外されてはいません。
７．住民無視と既成事実を積み重ねで東濃処分場を狙った国
① 住民に知らせず行った研究所の立地可能性調査とプロトタイプ研究所の建設
   1986年4月、原子力機構は住民に知らせないまま、ウラン探査を目的とした研究から、高レベル放射性廃棄物地層処分の研究に大きな事業変更をしました。1986年には瑞浪市内の原子力機構所有地で1000㍍のボーリング調査を開始しました。同時に東濃ウラン鉱山内にプロトタイプ研究所建設の調査を実施しました。これは研究所立地可能性調査です。1991年、直径6㍍深さ150㍍の第２立坑という名のプロトタイプ研究所を完成させました。その他東濃ウラン鉱山内で処分坑道の掘削方法の研究、人工バリアの材料腐食試験など多数の試験を行いました。その結果に基づいて1995年研究所建設発表を行いました。

研究所の立地可能性調査は住民無視の最たるものです。
②1988年、原子力機構は瑞浪市を含む岐阜県内4地域を処分候補地に選んでいた
  1987年度まで原子力機構は処分候補地選定も担っていました。任務として23道府県88ヶ所を処分候補地に選定し、この中に岐阜県瑞浪市や中津川市など4ヶ所が含まれていました。その後、処分候補地選定は実施機関が行うと、役割が変更されました。しかし2005年12月岐阜市の住民が情報公開訴訟で勝訴するまで、県単位以下の地域や地名に関わる全ての情報が非公開、かつ自治体にも調査目的や結果について一切説明していませんでした。
③いずれも原子力委員会と科学技術庁の指示
　①、②は原子力機構単独で行った事業ではなく、原子力委員会と旧科学技術庁の指示で行われました。
  住民に知らせないまま調査し、既成事実を積み重ねるやり方、法律の意図的抜け道、研究所と処分場の密接な関係、さらに研究所の変質で東濃処分場を既成事実化しようとしていると、私たちは強く危惧します。このような方法で岐阜県内を処分場にしてはならないと私たちは強く思っています。
質問の趣旨をご理解いただき、回答にご協力いただきますようお願いいたします。
　
質問　 岐阜県内での高レベル放射性廃棄物処分場受け入れについて
     ①積極的に受け入れるべきだ　
　　 ②受け入れもやむをえない　
     ③受け入れるべきではない
     ④自治体の判断に任せるべきだ
     ⑤わからない

　　　※1～4については、ご参考までに資料を添付します。
以上

なお、お答えに関してのご意見、質問に対してのお考えなどありましたら、回答用紙にご記入ください。
回答と、お考え、ご意見は内容をそのままにマスコミやホームページで公表させていただきます。

・回答の締め切りは2009年8月16日（日）中とさせていただきます。

・回答は、回答用紙にご記入の上、FAXまたは郵送で返送をお願います。

・回答先と連絡先：放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜
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